
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】

高周波加熱する方法であって、
渦巻き状に形成された複数の加熱用コイルを所定の間隔で配列固定し、これらの加熱コイ
ルを互いに直列接続して通電するステップと、

が前記各加熱用コイルの上方を順次通過するように前記 を搬送するステ
ップと、
を含み、前記各加熱コイルの誘導磁界によって前記 を順次高周波加熱すること
を特徴とする高周波加熱方法。
【請求項２】

高周波加熱する装置であって、
渦巻き状に形成され、所定の間隔をおいて配列固定されるともに、互いに直列接続されて
通電される複数の加熱用コイルと、

が前記各加熱用コイルの上方を順次通過するように前記 を搬送する搬送
手段と、
を備え、前記各加熱コイルの誘導磁界で前記 を順次高周波加熱することを特徴
とする高周波加熱装置。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
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本発明は、円筒状金属体等の被加熱部のみを集中的に高周波加熱する加熱方法および装置
に関する。
【０００２】
【従来の技術】
図４は、円筒状金属体の１つである缶（例えば、缶胴、缶底および缶蓋からなるガロン缶
）の缶胴１を示している。
この缶胴１の被加熱部である溶接部２（長手方向に沿ったシ－ム溶接部）に部分的に高周
波加熱を施す場合には、例えば、図５に示すように、溶接部２に沿う長尺形状の加熱コイ
ル３を使用することが考えられる。なお、上記缶胴１および加熱コイル３は、共に固定配
置されている。
【０００３】
加熱コイル３のリード３ａ，３ａに高周波電源を接続すると、矢印で示すような誘導磁界
が発生する。しかし、この場合、図６に示すように、缶胴１における加熱コイル３に近い
部分１ａは良好に加熱されるものの、該加熱コイル３の空隙３ｂの側方に位置した部分１
ｂは通過磁束が少なくなるために、加熱され難いという問題を生じる。
それ故、上記の方法では、被溶接部２が主として周りからの余熱によって暖められること
になる。つまり、溶接部２のみを集中的に強く加熱することは困難である。
【０００４】
上記の不都合を回避するには、加熱コイル３の空隙３ｂの間隔をできるだけ小さくすれば
良い。しかし、そのようにするためには、加熱コイル３に高い加工精度が要求されること
になるので、該コイル３の作製コストがアップする。
一方、上記加熱コイル３を使用した場合には、缶胴１の長手方向中央部の加熱温度が該中
央部の両側の加熱温度よりも大きくなる。つまり、加熱温度分布に偏りが生じる。これは
、上記加熱コイル３の発生磁束が缶胴１の長手方向中央部に位置しているリード部３ａに
おいて集中し易くなるからである。
【０００５】
上記加熱温度分布の偏りをなくすには、図７示すように、全長を大きくしてリード部３ａ
を端部側に設けた構造の加熱コイル３’を使用すれば良い。しかし、この加熱コイル３’
を使用した場合には、その長手方向長が大きいために、リード部３ａにかかる負担が大き
くなるという実用上の問題が生じる。しかも、このコイル３’は、缶胴１のサイズに合致
していないため、負荷に加わる電力が変化するという欠点もある。
【０００６】
本発明の課題は、このような状況に鑑み、被加熱部のみを集中的かつ均一に高周波加熱す
ることができる高周波加熱方法および装置を提供することにある。
【０００７】
【課題を解決するための手段】
第１の発明は、金属体の被加熱部を高周波加熱する方法であって、渦巻き状に形成された
複数の加熱用コイルを所定の間隔で配列固定するステップと、前記被加熱部が前記各加熱
用コイルの上方を順次通過するように前記金属体を搬送するステップと、を含み、前記各
加熱コイルの誘導磁界によって前記被加熱部を順次高周波加熱するようにしている。
第２の発明は、第１の発明において、前記各加熱コイルを互いに直列接続して通電するよ
うにしている。
第３の発明は、金属体の被加熱部を高周波加熱する装置であって、渦巻き状に形成され、
互いに所定の間隔をおいて配列固定された複数の加熱用コイルと、前記被加熱部が前記各
加熱用コイルの上方を順次通過するように前記金属体を搬送する搬送手段とを備え、前記
各加熱コイルの誘導磁界で前記被加熱部を順次高周波加熱するようにしている。
第４の発明は、第３の発明において、前記各加熱コイルを互いに直列接続して通電するよ
うにしている。
【０００８】
【発明の実施の形態】
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以下、図面を参照して、本発明に係る高周波加熱方法および装置の実施の形態について説
明する。
図１は、本発明に係る高周波加熱方法を実施するための装置の第１の実施形態を概略的に
示している。
【０００９】
この高周波加熱装置は、図４に示した缶胴１の溶接部２（被加熱部）を高周波加熱するも
のであり、定電圧の高周波電力を出力する高周波電源１０と、変成器２０を介して該高周
波電源１０に直列接続された複数（この例では、３個）の加熱コイル３０と、缶胴１を矢
視方向に搬送する図示していないコンベアとを備えている。
各加熱コイル３０は、渦巻き状に形成され、互いに所定の間隔をおいて同一面内に配列固
定されている。
上記コンベアは、各缶胴１の溶接部２がその搬送方向に沿うように、かつ、該溶接部２が
下方に向くように該缶胴１を保持する。したがって、このコンベアの作動に伴って、各缶
胴１の溶接部２が前記各加熱用コイルの上方を順次通過することになる。
【００１０】
各加熱コイル３０は、高周波電源１０から供給される電力に基づいて、図２に示すような
磁界、つまり、その中心付近において磁束が集中するパターンの磁界を形成する。
したがって、コンベアによって缶胴１を搬送すれば、缶胴１の溶接部２が磁束集中部であ
る各加熱コイル３０の中央部付近を順次通過し、その結果、該溶接部２が集中的かつ均一
に加熱される傾向となる。
【００１１】
ところで、上記第１の実施の形態によれば、溶接部２が集中的かつ均一に加熱されるとい
う利点の他に、被加熱金属体である缶胴１の大きさに関わらず加熱コイル３０を一定数セ
ットしておくだけで良いという利点も得られる。
【００１２】
すなわち、缶胴１を固定配置する前記従来の高周波加熱手法においては、加熱コイルに対
する負荷の変動が大きい場合に、加熱具合も大きく変化する。このため、上記負荷が大き
く変動する場合には、つまり、サイズが大きく異なる缶胴が投入される場合には、加熱コ
イルをその缶胴に適合する形状のものに交換してその負荷変動に対応する以外に方法はな
い。
【００１３】
これに対し、加熱コイル３０に対して缶胴１を相対移送するようにした上記第１の実施の
形態によれば、加熱コイル３０に投入される電力が負荷の変動に追従して変化するので、
加熱コイル３０の交換等を行なうことなく負荷変動に対応することができる。
【００１４】
なお、缶胴１の溶接部２の加熱温度および加熱速度は、高周波電源１０の出力、加熱コイ
ル３０と缶胴１間のギャップ、各加熱コイル３０相互間のギャップおよび加熱コイル３０
の配列個数をファンクションとして調整することができる。また、各加熱コイル３０によ
る加熱幅（溶接部２の幅）は、該コイル３０のサイズを変えることで変更することができ
る。
【００１５】
上記第１の実施形態では、高周波電源１０に各加熱コイル３０を直列に接続しているが、
本発明の第２の実施形態を示す に示すように、高周波電源１０に各加熱コイル３０を
並列に接続しても上記溶接部２の加熱が可能である。ただし、この第２の実施形態の場合
、各加熱コイル３０が独立して励磁されるので、負荷である缶胴１を小間隔で連続的に投
入しないと、この缶胴１に一定な磁束が与えられなくなるおそれがある。なお、各加熱コ
イル３０を直列に接続した前記第１の実施形態では、これらのコイル３０が等価的に１つ
のコイルとしての機能を有するので、缶胴１の投入状態（投入間隔）に関わらず、常に一
定した磁束を缶胴１に与えることができる。
【００１６】
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上記第１および第２の実施形態によれば、缶胴１の溶接部２の長さが大きい場合でも、小
形状の加熱コイル３０を使用して該缶胴１の被溶接部２の全域に集中的に電力を投入する
ことができる。また、コンベアで缶胴１を移動させながら加熱するため、ムラなく加熱で
きる。
【００１７】
なお、上記第１および第２の実施形態に係る加熱装置は、上記缶胴１の被溶接部２以外の
被加熱部の加熱、例えば、金属製平板の継ぎ合わせ部の加熱等にも有効に適用することが
できる。
【００１８】
【発明の効果】
本発明によれば、渦巻き状に形成された複数の加熱用コイルを所定の間隔で配列固定する
とともに、上記被加熱部が上記各加熱用コイルの上方を順次通過するように上記被加熱物
を搬送するようにしている。したがって、各加熱コイルの誘導磁界によって前記被加熱部
を集中的かつ均一に加熱することが可能であり、しかも、小形状の加熱コイルを用いて長
さの大きな被加熱体を加熱することができる。
また、各加熱コイルを互いに直列接続した場合には、被加熱体の投入間隔に関わらず、常
に一定した磁束を該被加熱体に与えることができる。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明の第１の実施の形態を示す概略図。
【図２】渦巻き状の加熱コイルの発生磁界と加熱部位を示す概略図。
【図３】本発明の第２の実施の形態を示す概略図。
【図４】缶胴とその溶接部を示す斜視図。
【図５】従来の高周波加熱の実施形態を示す斜視図。
【図６】従来の高周波加熱による加熱分布を示す部分拡大図。
【図７】従来の高周波加熱の他の実施形態を示す斜視図。
【符号の説明】
１　缶胴
２　溶接部
１０　高周波電源
２０　変成器
３０　加熱コイル
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【 図 １ 】

【 図 ２ 】

【 図 ３ 】

【 図 ４ 】

【 図 ５ 】

【 図 ６ 】

【 図 ７ 】
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